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午前１０時 開会 

○南委員長 おはようございます。委員各位におか

れましては、早朝より御参集をいただきましてま

ことにありがとうございます。 

 ただいまから総務産業常任委員会を開会いたし

ます。 

 本日の案件につきましては、本会議において本

常任委員会に付託されました議案第４号「民事調

停の成立について」から議案第11号「訴えの提起

について」までの以上８件及び議案第14号「泉南

市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公費

負担に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて」、議案第15号「泉南市事務分掌条例の一

部を改正する条例の制定について」、議案第17号

「災害による被災者に対する市税の減免に関する

条例の一部を改正する条例の制定について」並び

に議案第21号「大阪広域水道企業団統合に伴う関

係条例の整理に関する条例の制定について」の

計12件について審査いただくものでありますので、

委員各位におかれましては、よろしくお願い申し

上げます。 

 なお、本常任委員会に付託されました議案につ

いては、本日委員会付託事件一覧表としてお手元

に御配付いたしておりますので、御参照いただき

たいと思います。 

 それでは、議案の審査に先立ち、竹中市長より

挨拶をお願いします。 

○竹中市長 おはようございます。委員長のお許し

をいただきましたので、総務産業常任委員会の開

会に当たりまして一言御挨拶を申し上げます。 

 南委員長さん初め、委員の皆様方には、常々市

政各般にわたり深い御理解を示され、御協力を賜

っておりますことに対しまして、厚く御礼を申し

上げます。 

 さて、本日の委員会は、さきの本会議において

付託されました議案第４号、民事調停の成立につ

いてから議案第11号まで及び議案第14号、第15号、

第17号、第21号の計12件について御審査を賜るも

のでございます。どうかよろしく御審査をいただ

きまして、御承認を賜りますようお願い申し上げ

まして、簡単でございますけれども、挨拶とさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○南委員長 本日、会議の傍聴の申し出がございま

す。傍聴の取り扱いについて、この際御協議をい

ただきたいと思います。会議の傍聴につきまして、

御意見等ございませんか。――――それでは、傍

聴者の入室を許可いたします。 

 〔傍聴者入室〕 

○南委員長 これより議案の審査を行いますが、議

案の内容につきましては、本会議において既に説

明を受けておりますので、これを省略し、質疑か

ら始めたいと思います。これに御異議ありません

か。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって審査の

方法については、提案理由並びに内容の説明を省

略し、質疑から始めることに決定いたしました。 

 それでは、これより議案の審査を行います。 

 初めに、議案第４号「民事調停の成立につい

て」を議題とし質疑を行います。質疑はありませ

んか。 

○大森委員 この議案第４号からずっと第10号まで

樽井地区財産区の関連のやつがずっと出てくるん

ですけれども、前議会からの流れも含めて、この

財産区の何人かお住まいの方とのこういう話し合

い、調停、それから訴えとか、ちょっと全体の経

過がわかるような説明を一度してもらえますか。 

 例えば何人の方が既にもう解決しているとか、

それから民事調停の方が何名、それから、それが

まとまらなかった方が何名、もう新たにそこにお

住まいになる方、引き続き訴える以外の方で話し

合いがついた中で、例えばもう出ていくと言われ

る方が何名とか、それから引き続きお住まいにな

る方が何名とか、それから買い取りの方がとか家

賃相当分のやつを払う方とか。 

 それと、全体として市が訴えていた中身、不法

に住んでいたんじゃないかということで訴えられ

たと思うんやけれども、そういう趣旨が話し合い

や、こういう民事調停の中で、どんな評価を受け

たのか、そういう……。 

 〔「議事進行」の声あり〕 

○梶本委員 今、大森委員の質問でございますけれ

ども、これは議案資料２のほうで一応調停になっ
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た、今第４号の件ですけれども、これについては

説明になっていると思うんですけれども、改めて

これを質問するというのはどうかなと思いますけ

れども、委員長、判断はどうですか。 

○南委員長 今は議案第４号ですが、全体に絡んで

いるので、その流れということなんで、質問は認

めます。 

 大森委員、続けてください。 

○大森委員 一つ一つ聞くのがちょっと大変なんで、

全体をまとめて。もう幾つかに分かれていますの

でわかれへんので、全体のことがわかるように、

まず最初にお願いします。 

○眞塚行革・財産活用室参事 それでは、この樽井

七丁目付近の樽井地区財産区財産に関するこれま

での経過について、概略的に御説明をさせていた

だきたいと思います。 

 申し上げました七丁目付近の財産区財産につき

ましては、非常に長期間にわたり結果的に我々の

了解なしに土地を占有されていた状態が続いてお

りました。この方々に対して、立ち退きというよ

うなことを最初から申し上げるのではなく、過去

の経過も踏まえまして、買い取り額を提示すると

いうような形で解決を図ろうと、訴外で交渉を断

続的に進めてきましたが、結果として折り合いが

つかず、昨年９月民事調停を申し立てるというこ

とで、ここで土地を使用される10名の方に対して、

調停の申し立てを図り、事案の解決を図ったとこ

ろでございます。 

 この件につきましては、昨年９月定例会におき

まして、申し立て議案、議会のほうで承認を得て、

同年11月末に佐野簡易裁判所に調停申し立てをさ

せていただいたところです。 

 以降、調停日数、計延べ25日、延べ52回の調停

協議を実施させていただきました。この間、平

成30年７月にこの10件のうちの２件について、結

果的に折り合いがつかず、調停が不成立となり、

９月定例会におきまして、土地明渡請求を求め、

訴えを提案し、議会承認を経て、先般申し立てを

この２件については行っております。 

 また、残り８件につきましては、本議会におき

まして、５件の調停成立の方がおられたので、調

停成立の議案として、また残り３件の方は、さき

の２件と同じく、どうしても折り合いがつかず、

土地明渡請求を求める訴えを提起したというとこ

ろでございます。 

 以上、簡単ですが、説明とさせていただきます。 

○大森委員 ほな、そういうことを背景にいうたら、

きちっと議案第４号のことを聞かせてもらいます

けれども、この中で出てくる賃料相当損害金とい

う言葉の説明と、その金額の計算の年額30万とい

うのは、どんな形で出てきた金額なのか、その点

についてお答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 まず、損害金という

表現でございますけれども、第４号に限らず、ほ

かでも実質賃貸的に借りて使用を続けるというよ

うな方々にも適用しているんですけれども、いわ

ゆる賃料相当損害金ということで、年であったり

月であったりということで一定のお金を支出いた

だくことにしております。 

 本質的には、立ち退きということがベースにご

ざいますけれども、あくまでもそれを猶予すると

いうようなたてつけでお話を進めさせていただい

ております。 

 賃貸借という形になりますと、賃借権という権

利が発生するというようなこともございまして、

あくまでも退去するまでの猶予期間ということで、

その間の損料というものを損害金という名称で表

現させていただいております。 

 ただ、賃料、いわゆる金額につきましては、

月々に払っていただく方なんかについては、本市

の公有財産規則の貸付料をベースに積算をさせて

いただいておりますが、本件の方につきましては、

相手様の払える額ということで、そのような額を

設定させていただいているところであります。 

 以上です。 

○大森委員 相手方の払える額というのは曖昧な基

準というふうに見えるんですけれども、それはも

ちろん、そうはいうても、個々の土地の価値とか、

そういうようなものも、もちろん考慮されてのこ

とですよね。その辺のところ、市の、それは住ん

でいる方が第一だと思いますけれども、とはいっ

ても、それは法外な安い値段というわけにはいか

ないと思いますので、その辺のところを、もう一

度説明してもらえますか。 
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○眞塚行革・財産活用室参事 本人様の経済事情に

合わせると、もともと買い取りということをおっ

しゃっておられましたので、比較的短い期間で買

い取り額を払っていただけるというような形で折

り合った点が、この額ということで御理解いただ

ければと思います。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第４号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

４号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第５号「民事調停の成立について」

を議題とし、質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

○大森委員 この方の場合は、工作物等を撤去とい

うことなんですけれども、この費用というのは、

やっぱり相当かかるんですよね。この負担という

のはどんなふうに考えておられるのか。 

 それと、ここにも平成31年度という言葉が出た

り、それから前回のやつも平成33年度とかいう形

で、平成はもう30年で終わりですか。 

○南委員長 平成30年で終わりです。 

○大森委員 その中で、例えば大阪府なんかは、も

う西暦も併記するというような形になっていてと

いう話を聞いているので、そういう方向だという

ふうな新聞記事を読んだ覚えがあるんですけれど

も、こういうのもちょっとそういうふうな形でし

ないと、今後年数計算したりとか見ていく場合に

大変かと思うんやけれども、そういうふうな西暦

の併記みたいなやつとか、もう元号のあり方の見

直しとか、そんなことはちょっと考えていないの

か、お答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 この第５号の方につ

きましては、以前の協議会でもお話ししたかと思

いますが、全部返還をするというようなことがあ

るということと、それから御自身で市に対して額

の調整をする意味で、過去２回調停を申し立てら

れたという経過もあるということで、財産区と協

議して、この方については即撤去とイコールであ

ると。ちょっと回数としては長引いておりました

けれども、そのような感じで捉えておりまして、

そのような方々については、財産区の費用をもっ

て建物撤去を図るというふうな部分で合意を得て

いるところでございます。 

 それと、西暦の併記というようなことでござい

ますけれども、本件につきましては、最終、佐野

簡易裁判所の裁判官の取りまとめによりまして、

調停調書というものが裁判所サイドでまとめられ、

そこでは平成という書き方になっておるというと

ころでございまして、西暦になっていないという

ところでございます。 

 私の説明としては、以上です。 

○大森委員 今も言うたように、大阪府がそういう

ふうな検討を始めた、そういうふうにするんだと

いうふうな新聞記事を見た覚えがあるんですけれ

ども、そんなことはご存じありませんか。そうい

う周りで、近隣でそういうような話とか。でも実

際問題、昭和が出たり平成が出たり大変ですよね。 

 大阪府のそういう記事を見たときに、ああ、そ

れはそうや、当然やなというふうに思ったんです

けれども、そういう話は行政側のほうで議論され

ていないのか。ちょっとその点。 

○真鍋副市長 来年５月に元号が改められるという

事実は当然承知してございますし、昭和、平成、

また新しい元号ということで、非常にその経過年

数の計算が困難であるということも、我々認識し

てございます。 

 今回の件に関しましては、裁判所の調停の文書

を引き写したということで御理解願いたいんです

が、今後の内部で作成いたします行政文書等につ

きましては、今、委員の御指摘もございますので、

当然我々としては検討に値するということで検討

したいと考えてございます。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。
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――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第５号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

５号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第６号「民事調停の成立について」

を議題とし、質疑を行います。質疑はありません

か。 

○大森委員 議案書中の３の（５）の中で、「賃料

相当損害金の支払いを２回以上怠り」というふう

な、この文言が入っているんですけれども、これ

は回数とか、２回というふうにしたことの理由で

すね。裁判で一般的なのか、その辺のところをち

ょっとお答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 当然、損害金という

ことになりますので、支払い期限であったり、そ

の払い方についてもそこで触れておるわけですけ

れども、実質この方につきましては、借りていく

ということですので、極力賃貸的な話で考えてお

り、１回でも怠ったらすぐ退去というような形で

はなく、２回以上怠り、かつ、その額が４

万5,800円に達した段階で退去というところで、

双方折り合いがついたというところでございます。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第６号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

６号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第７号「民事調停の成立について」

を議題とし、質疑を行います。質疑はありません

か。――――質疑なしと認めます。 

 以上で本件に対する質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第７号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

７号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第８号「民事調停の成立について」

を議題とし、質疑を行います。質疑はありません

か。 

○大森委員 ここの中で、ふだん余り耳にしない建

物底地部分というんですか、こういう言葉が出て

いるので、この説明をまずしていただけますか。 

○眞塚行革・財産活用室参事 この方につきまして

は、引き続いて御使用になられるということで、

月額、ここでは損害金という形になりますが、賃

料を幾らにするかという話が交渉の中心でありま

した。 

 非常に御高齢であること、本人の状況において

一定の金額が別途必要であるというようなことが

ありまして、この土地に関する使用についての負

担が余りできないというような交渉もありまして、

その辺のところですね。 

 敷地全体を本来使うわけではなく、お住まいの

部分だけを賃料の対象にするというようなところ

で、建物底地部分とそれ以外の部分ということを

分け、それ以外の部分は御返還をいただき、建物

の建っている敷地のところ、底地の部分のみ賃料

として算定をし、使用いただくというところで、

折り合いがついたというところでございます。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第８号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 
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○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

８号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第９号「訴えの提起について」を議

題とし、質疑を行います。質疑はありませんか。 

○大森委員 第９号、第10号、第11号に関しては話

し合いが、調停がつかずに裁判ということで、市

民を訴えるという残念な結果に、もちろん市の側

もいろんなことがありましたけれども、主張はあ

るでしょうけれども、望まない、そういう結果に

なったということだと思うんです。 

 本会議の中でも質問がありましたけれども、で

きるだけ裁判官なんかの和解なんかの対応もしな

がら解決していきたいというふうにおっしゃって

いた、そういうお答えがあったと思うんですけれ

ども、市の主張はあるけれども、できるだけ相手

が市民であると。いろんな問題を長年放置してき

たという市側の問題も考えた上で、ある程度歩み

寄りながら進めていきたいと、進めるべきだと思

うんですけれども、その点の考えはどうですか、

お答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 この第９号の方につ

きましては、まさに調停の過程で双方、それぞれ

譲歩をしながら話を進めてきたのですが、結果と

して近づき切れなかったというところであります。 

 今、委員御指摘の過去の経緯も踏まえてという

ところは、訴外でもまた調停の交渉の中でも、財

産区としてそれなりに提示はさせていただいてき

たところでございますが、結果、そういうことに

なりましたので、今回につきましては、建物収去

並びに土地の明け渡しというようなことを求める

ことになります。 

 財産区といたしましては、所有する公共財産の

保全というのがまず第一義でありまして、今回結

果として侵害されている、公共財産、そういうも

のを回復していくというのがまず一義かなと思う

ところで、やむを得ない対応であります。 

 ただ、調停での過程もございますし、財産区の

主張もしっかり裁判所で訴えながら、裁判官、裁

判所の総合的な判断をまってみたいと考えておる

ところでございます。 

 よろしくお願いします。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第９号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案第

９号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第10号「訴えの提起について」を議

題とし、質疑を行います。質疑はありませんか。 

○大森委員 これも第10号の質問ですけれども、第

９号、第10号、第11号にかかわる同じような中身

なんですけれども、地裁に訴え、またこれで決着

せず、どんどん裁判が長引いていくというような

ことは、相手方の方も被告という形になっていま

すけれども、高齢になっていくということであり

ますので、できるだけ早く解決するということが

必要だと思うんですけれども、その点についても

どんなふうに考えておられるのか。 

 それと、裁判の中身なんで、本会議でも詳細に

ついてはお話できませんということだった。それ

はそれなりのことだと思うんですけれども、ある

程度議会への説明とかいうのも必要かと思うんで

すけれども、それはどんな形で考えておられるの

か、お答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 我々も今回訴えの提

起ということで議会に御承認いただければ、顧問

弁護士を通じ、裁判所に訴えを起こすということ

になりますけれども、裁判所の公判のタイミング、

回数、あとどんなふうに進めるかというところに

大きく委ねられるところではございますけれども、

本人の生活にかかわる部分でもございますので、

できるだけ早く進められるものであれば、そうし

ていきたいというところは、気持ちとしては持っ

ております。 

 一定裁判に関する結果が出れば、しかるべき方

法で内容については議会に改めて御報告させてい

ただきたいと思っております。よろしくお願いし

ます。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する
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質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第10号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案

第10号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第11号「訴えの提起について」を議

題とし、質疑を行います。質疑はありませんか。 

○大森委員 例えばの話なんですけれども、例えば

和解とか地裁の判決の中で、例えば市の主張が受

け入れられないような裁判官の判断とか、それか

ら和解の勧告とか判決とかが出た場合、市の主張

はあるにしても、先ほども言いましたように、被

告の人らの高齢の問題やとか暮らしの問題とかを

考えれば、ある程度そういうときには妥協という

か、諦めなあかん部分も出てくる、そういう判断

も視野に入れての対応が必要かと思うんですけれ

ども、その点はどんなふうに考えておられますか、

お答えください。 

○眞塚行革・財産活用室参事 訴えておりますので、

その際の主張については、当然それがあります。

ただ裁判所がどのような形でこの内容を審議いた

だくかというところも、まだ現在見えておりませ

ん。あらゆる可能性というのは、この段階で何か

申し上げて、こういう方向であるというところは、

ちょっと控えたいと思っております。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対す

る質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第11号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案

第11号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第14号「泉南市長の選挙における選

挙運動用ビラの作成の公費負担に関する条例の一

部を改正する条例の制定について」を議題とし、

質疑を行います。質疑はありませんか。――――

質疑なしと認めます。 

 以上で本件に対する質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第14号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案

第14号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第15号「泉南市事務分掌条例の一部

を改正する条例の制定について」を議題とし、質

疑を行います。質疑はありませんか。 

○山本委員 ちょっと初歩的なところを聞きたいな

と思うんですけれども、この第15号に関して広域

水道企業団のほうに行くということなんですが、

人員配置のところを再度、協議会でも一定議論が

あったと思うんですけれども、人員配置が一体ど

れぐらいの、今、水道庁舎に何人いらっしゃって、

企業団に行く人、こちらの庁舎に残る人がいらっ

しゃると思うんですけれども、どれぐらいの割合

になるのかというところと、今は議会のほうにお

いては上下水道部長として理事者の席にいらっし

ゃりますけれども、そういったところが何か変化

があるのかというところをお聞かせいただきたい

と思います。 

○川端上下水道部長 現状の今定数は、条例上は結

構、四十何人とあるんですけれども、実情は今19

名でやっているんです。ただ、一応私どもが今考

えている定数というのは、企業団に対しては20名

は要るよということで言っていますので、でき得

る限り20名を確保してもらえませんかというとこ

ろは伝えております。 

 ただ、企業団のほうとしても、今回６団体統合

されるということで、人員が割けるかどうかと、

あと身分移管をする人間が何人になるかというと

ころによっては、派遣される人間の数も限られて

きますので、マックス20人といたしましても、そ
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のメンバーがとれるかどうかというようなところ

は、今ちょっとまだ不確定です。 

 身分移管に関しては、今月の25日までに本人同

意をとる段取りで今進んでおります。ですので、

今の段階でどういう形になるかというところは、

まだ見えておらないのが現状です。ただ、今おる

人間をいきなり企業団に統合したからといって、

すぐに異動するということは、ほぼないというふ

うに考えております。 

 というのが、今現状の水道事業をそのまま継続

して行わなければいけないので、いきなりほかへ

抜かれてしまうと、たちまちこちらのほうの業務

が回らなくなるということも考えられますので、

数年後には、やっぱり人事交流はしていかないと、

ほかの事業もいろいろやり方もありますし、危機

管理的なところにおいても、やっぱりほかの事業

体の内容も見ておいたほうが、危機管理的にもや

っぱりいいのかなというふうには考えております

ので、将来的にはそういう形になっていくのかな

というふうには考えられます。 

 以上です。 

○山本委員 今回企業団のほうに統合されるという

ことで、この条例が制定されることによって、こ

れまでとこれからで何か懸念し得ることがあるの

かとか、そういったところがすごい気になっては

おったんですけれども、それがあれば教えていた

だきたいなというふうに、最後、思います。 

○川端上下水道部長 何分、先に３団体統合されて

おるんですけれども、そこでのデメリットという

ところが、余り見えてきておりません。ただ、事

務処理がやっぱりちょっと複雑になる部分が多少

なりともあるというふうに聞いております。それ

はやっぱり今までやっている決裁ラインであると

か、そういうところが企業団に行くと、やっぱり

企業団のやり方がありますので、そこのシステム

になれるのがちょっとやっぱり時間がかかるかな

ということは、言われていました。 

 あと、要は統合した後のスケジュール感を持っ

ての工事であるとかいう部分のところは、さきの

３団体もスケジュールどおり進んでいるというと

ころがありますので、私どももそのスケジュール

に乗って企業団に統合した後でもうまくやってい

けるのかなというふうには思っております。 

 ただ、統合して事業をやってみないとわからな

い部分がやっぱり多々あると思いますので、でき

る限りそういうところの支障にならないように、

準備していきたいとは思っております。 

 以上です。 

○大森委員 きのうの本会議でも質問がありました

けれども、例えば上水道と下水道の料金とか、ク

ロスしているというか、お互いにやっているよう

な部分がありますよね。そういう業務がほかにあ

るのかどうかということと、それと例えば震災の、

今回の台風のときに断水した前畑の市営住宅とか

に市の職員として支援に行っていますわね。今度

は広域になって、一応別組織になった場合に、市

職員のそういう水の応援とか、そういうのが可能

なのかどうか、その点はどんなふうになっていく

んですかね。 

○川端上下水道部長 最初のところなんですけれど

も、会計がクロスするというか、それぞれの水道

会計と下水道会計はきっちり分けられております

ので、そこは御心配はないのかなと思います。 

 あと、危機管理のところなんですけれども、給

水活動については、企業団になっても同じような

形で給水活動はできると私どもも考えております。 

 ただ、今回断水しているところにつきましては、

要は水道事業以外のところ、いわゆる２次側、個

人負担のところでいわゆる電気が来ないためにポ

ンプが動かず、高架水槽に水が上がらなくて断水

しているということがありますので、そこの部分

というのは、大阪府の府営住宅に関しましては、

市長から強く申し入れいただいて、給水拠点がう

まく活用できるようなシステムをつくっていただ

くように要望していただいて、そのシステムを構

築していただくという回答もいただいております。 

 ＵＲにつきましては、もともと設備が整ってお

るんですけれども、動かす人間がすぐに来られな

いというところがどうも現状ではあったので、そ

こはやっぱり委託するなりしてでも、即対応でき

るようなシステムをつくってくださいということ

は、何回もこちらからも申し入れさせていただい

ておりますので、今回の長期的な停電というのは、

結構そういうところにも、動かなあかんという意
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識をつけていただいたのかなと、相手方にもとい

うことがあります。 

 市営住宅に関しては、市営住宅のほうでこれか

らそういう給水活動がしやすいようなシステムを

つくっていただけるのかなというふうには考えて

おりますので、そういうところの心配はないと思

うんですけれども、ただこの震災が起こったとき

に、全体的な断水になったときにどういう動きを

せんといかんのかというところは、企業団に統合

しても、やっぱり市長部局とうまく連携がとれる

ように、何かしらの協定であるとか覚書を交わし

ていかなあかんのかなというふうに思っておりま

すし、現状もそういう危機管理的なところにつき

ましては、協議していっていますので、その部分

につきましては、御心配はないのかなというふう

には考えております。 

 以上です。 

○大森委員 今おっしゃったように、台風21号の場

合は、電気系統の問題があったので、そういう部

分を解決していくとか、台風でしたらいついつ来

るというのはわかっているから、次の24号のとき

には、皆さんもマンションとか、そういうところ

の方は、もう水を事前に準備したりとか、いい悪

いはあるみたいですけれども、お風呂の水をため

るとか、そういう対応をされたみたいですけれど

も、本当に、例えば直下型の地震があって、水道

管が破裂するとか、それから例えばここにも原発

事故があって、琵琶湖の水が汚染されるとか、そ

んなことの事態になった場合に対応をどうするい

かと。 

 そういう場合は、水道部が残ったところで、本

当に大変な状況にはなると思うんですけれども、

そういうところを含めた市長部局との対応という

ふうにおっしゃったけれども、相当綿密にやって

もらわないと、そういう大規模な地震が起こった

ときだけでも、もう大変、初めての経験だったと

思いますので、それで分離されている企業体と、

市長部局がそういうお願いというふうに言っても、

そううまいこといかへんと思うので、大分、そう

いう懸念を持って対応を考えているんやというこ

とは、今の答弁でわかりましたけれども、相当き

っちりしたものをやっていただかないとだめだと

おもうので、その点、もう一度、じゃ市長部局の

ほうではどう考えておられるのか、その点につい

てお答えください。 

○川端上下水道部長 やっぱり備えがあればという

ことやと思います。基本は水道事業で行うところ、

要は企業団に統合することによって、その企業団

の人員も活用できるというところが大きなメリッ

トでもありますし、技術的なところについてもや

っぱり企業団の人員を使って、災害が起こったと

きの設備のところの動かし方であるとか、そうい

うところまでやっぱりできてくるのかなというと

ころと、あとは、管路がやられた場合についても、

管路の復旧の設計であるとか、そういうところの

部分でも、やっぱり現状で足らないところは企業

団の人員も使えるというメリットはやっぱり大き

いと思います。 

 ただ、災害時にはどうしてもそれぞれの自治体

のところで動かざるを得ん部分がやっぱり出てく

るとは思いますので、先にやらなあかんところは、

やっぱり自治体で動き、応援が来るまでの間、し

のげられるような体制がつくれるというところが

一番大事かなと思っております。 

 泉南市としては、自己水をなくすときに災害時

の水をどう確保するかというところが大事という

ふうに考えましたので、配水設備、配水池なんで

すけれども、水をためられるように、災害が起こ

っても使える水をためておけるような施設にして

いますので、１週間程度であれば何とか水を確保

できるというふうには考えておりますので、まず

はそこが一番であって、それから広域のところで

応援をいただくということを考えております。 

 あと、市長部局との連携につきましては、やは

り危機管理の部分でお互いにやっぱりできるとこ

ろをカバーしてもらわなあかんところというとこ

ろは、これからもやっぱり機会を捉えて協議とい

うか、１回のシステムづくりだけではなくて、そ

れをやっぱり更新していくとか、災害が起こって

経験ができれば、その経験値に合うような形で処

理していければなというふうに考えておりますの

で、今のところであれば、そういうところになり

ます。 

 以上です。 
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○野澤総合政策部長 市長部局ということのお話が

ございましたので、今回の台風21号でも、いわゆ

るライフラインということで、電気であるとか、

ガスは特に今回なかったんですけれども、そうい

う市民の方が生活していく上でも、一番基礎とな

る部分、その辺のところの重要さというのが改め

て認識されたところでございますので、いわゆる

水という部分につきましても、今の連携もござい

ますが、企業団ということになっても、今上下水

道部長が答弁したとおり、連携というのは、より

密にしていく必要があるというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○南委員長 ほかに。 

○梶本委員 事務分掌条例の第２条、都市整備部の

項に次の１号を加えるということでございまして、

下水道及び河川に関することということで、今ま

で下水道のほうで河川を管轄されておられたんで

すけれども。 

 その中で水路について言えば、今まででしたら、

都市整備の中の道路課が一応道路側溝を見ておら

れていますし、農業用の水路については、市民生

活環境部農林水産係で見ておられるんですけれど

も、この際、この水路とか河川、この辺について

ある程度一定の統合されることが可能かどうか、

特にこの都市整備部の中で道路側溝をするとか河

川、これが同じ部の中に組み入れられることにな

ったんですけれども、今度できる下水道課、この

辺で担当することはできないか、道路側溝につい

てもできないかどうか、お答えいただきたいと思

います。 

○伊藤総合政策部次長兼政策推進課長 今の関連の

御質問ですけれども、今回下水道課を都市整備部

のほうに編入するということで、下水道課として

下水道及び河川に関する事務を持っていくんです

けれども、御指摘のように、道路側溝に関しては

今道路課、河川に関しては今後下水道課になるわ

けですけれども、基本的には道路のほうも維持管

理、整備をしていく中で、道路側溝のほうも管理

をしやすいという状況で今現在はそういう事務分

掌のほうで振り分けをさせてもらっています。 

 ただ、都市整備部の中の下水道課になりました

ので、庁内のほうで連携をよりしやすくなるとい

う形はとれるんじゃないかなとは思っております。 

 今後は、農業・農林系で持っています排水路等

も農業用水路等もございますけれども、今後は庁

内のほうで組織再編というような、ずっと見直し

をしていきますので、なお、市民視点に立った組

織機構の見直しや効率的な組織ということも念頭

に置いた上で、そういった選択肢のほうも検討は

行いたいとは思っております。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第15号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案

第15号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第17号「災害による被災者に対する

市税の減免に関する条例の一部を改正する条例の

制定について」を議題とし、質疑を行います。質

疑はありませんか。 

○岡田委員 おはようございます。よろしくお願い

いたします。 

 今まで家屋等の損壊に関しまして、全壊と半壊

と一部損壊というのを数を聞かせてはいただいた

んですが、全壊は別として、その半壊と一部損壊

の微妙なところというのがあると思うんですが、

一部損壊で来て納得できずに再度申請をされた方

がいらっしゃって、そのうち一部損壊から半壊に

なられたという方がありましたら、件数を教えて

いただきたいと思います。 

○東野税務課長 御指摘のように、一部損壊で御納

得いかなくて、２次調査に移行したという再調査

の依頼のことかと存じますけれども、約20件くら

いはあったかなというふうには思っております。 

 やはり一部損壊、写真判定で、自己判定でさせ

てもらった件については、当然一部損壊でもいっ

たケースはあったんですけれども、やはり現場調
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査でということで、損壊ぐあいがひどいというこ

とでのお申し立てというか、御申請がありました

ので、正確な数字は手元にございません。（発言

する者あり） 

○東野税務課長 変わったケースについては、１桁

の件数がございますけれども、今、手元に把握し

ていないんで、改めて御報告させてもらいたいな

と思います。 

○大森委員 この減免を受けられる人というのは、

全壊、半壊、それらの方は皆さんもう申請されて

いるのか。減免の額はどれぐらいの割合になって

いるのか。それから今も岡田委員がおっしゃって

いたけれども、被害を受けた人はやっぱりいろん

な生活が大変なんで、それから、そういう一部損

壊でももちろん減免措置をしてほしいという方が

たくさんいらっしゃると思うんですけれども、そ

ういう対応についてはどんなふうに考えておられ

るのか。 

 この枠を拡大していくとか、それから見舞金な

ど泉佐野市がしていて、本当に同じようなことが

泉南市でできるような財政状況にはなかなかない

とは思いますけれども、それでも気持ちだけでも

という意見が議会でも出たりしていますわね。 

 そういうものに対する対応とか、国・府に対す

る対応とか、税の減免以外での被災者の皆さんに

何かできる対応を考えておられないのか、その点

についてお答えください。 

○東野税務課長 減免の対象者の数と御質問がござ

いました。 

 対象者になる方については、本課で把握してい

るのは15名で、棟数については17棟で、昨日申請

件数、本会議でも御答弁させてもらっていますけ

れども５件ということで、あと残りの方がまだ申

請を出されていない状況です。 

 これは今回条例の目的である申請期間を延長し

まして、再度申請していただく期間を設けるとい

うことになっております。 

 あと、一部損壊でもということをおっしゃられ

ましたけれども、今回市税減免については、やは

り条例に基づきまして、４割から10割の範囲内で

各損傷のぐあいに応じた形での減免の対応をさせ

ていただくということとしております。 

 あと、金額的なことをお尋ねになっておられた

かなと思うんですけれども、本課で申請が出てい

る方の主には家屋なんですけれども、税額的には

数千円ですね。5,000円ぐらいから２万円ぐらい

までの間の中で大体減額幅があるというふうに把

握しております。 

 あと、一部支援金であるとかということについ

ては、申しわけございません、本課のほうでは御

答弁できませんので、よろしくお願いいたします。 

○真鍋副市長 見舞金ということでございますが、

本会議でも市長から答弁いたしましたとおり、泉

佐野市と田尻町ですかね、近隣では行っていると

聞いてございます。本市におきましては厳しい財

政事情というのも非常に重要な観点でございまし

て、そういった個人で被災された方については、

大阪府が修理とか改修に当たって、一定の資金を

貸し付けるという措置もございますので、それは

当時発災以後、ホームページ等とかで我々も外に

向かってこういう制度がございますということは

発信をさせてもらいましたが、市が直接見舞金で

あるとか修理代金であるとかという、そういった

金員を交付するということは、財政の問題から非

常に困難であるということで御認識いただければ、

御了解いただきたいと考えてございます。 

 以上です。 

○大森委員 減免の対象枠にありながら、申請して

いない人が大分いらっしゃると。その方々にも働

きかけはされているんですかね。でないと、例え

ばもう全壊になって家を離れて違うところにお住

まいの方とかいう方もいらっしゃるだろうから、

枠だけ減らしたって本人知らんかったらだめなん

で、そういうことができているのかどうか、それ

から大阪府がやっている貸し付けなんていうのは、

阪神・淡路のとき貸し付けしたとか、今貸し付け

みたいなことをしていますけれども、貸し付けな

んていうのは、そんなほとんど今こういう景気の

中で、それから高齢者が多くて年金生活者が多い

中で、貸し付けなんていうのは、こんなんだめで

すよね。 

 だめやから貸し付けで返せるような力がある人

は、ほとんどおれへんから、田尻町でも泉佐野市

でも裕福やいうたって、それはもう財政状況は大
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変な中でも見舞金として、そんな返還してもらう

ような制度をしていないわけでしょう。 

 貸し付けでも無利子やというのは、大阪府のあ

れかもしれませんけれども、大阪府に対してはこ

ういう貸し付けなんかの被災者支援なんか評価せ

んと、ずっと現金で見舞金とか収入の一部を補助

するとか、そんな形でするような要望を国に対し

てもしてほしいというふうに思います。 

 貸し付けというのを評価して、これがあるから

大阪府はやっているんだみたいなことにはなって

ほしくないんですけれども、その点、どんなふう

に考えておられるか、お答えください。 

○東野税務課長 減免対象になる方への働きかけと

いうことで御質問がございました。 

 今回、罹災証明を発行するに当たりまして、税

務課のほうでも当然現地調査をさせてもらってい

ます。本課が罹災の状況について生活福祉課のほ

うに連絡させてもらっているというところで、罹

災証明の中で半壊以上の判定を受けた方について

は、税務課からも減免の対象になりますよという

ことで、罹災証明の通知に添えて減免の対象にな

ることをお伝えしております。 

 以上です。 

○竹中市長 大阪府のほうの制度ですけれども、あ

れは想定されんかったあれだけの大きな被害が発

生したということで、その際に家の改修といいま

すか、復旧の工事費が直ちに用意できない人は、

当然のことながら、そういう制度を使って復旧し

ていただく。 

 後々返済していくという制度でございますので、

その制度は非常に有効に活用していただけたらと

いうふうに思いますし、また、だからといって給

付の制度に変えろということは、決してそれだけ

大阪府で行ったとしても、非常に大きな金額が必

要やと思いますし、泉佐野市、田尻町がやってお

りますような一部損壊に対しての見舞金制度は、

前回の本会議でも申し上げましたけれども、本市

といたしましては、数億というお金が必要という

こともありまして、今の本市の財政状況の中では、

それはできないということの判断をさせていただ

きました。 

○大森委員 市長、もちろん制度があったほうがい

いですよ。そやけれども貸し付け制度で借り入れ

て、行く行くお金が返せると、そういう人にとっ

ては有効な制度ですよ。 

 でも、今も言うたように、今の景気の状況とか、

それから年金生活者がふえている状況とか非正規

の方がふえている状況とか、そんなことを考えれ

ば、やっぱり貸し付けじゃなくて、そういう返済

が不要なものをやっぱり出していくということが

大事だと思います。 

 でも、例えば僕は思うんだけれども、大阪府の

松井知事、責任者の方は、万博でいろんなお金を

使って大風呂敷を広げましたと。あとの責任は国

が持ってくださいと言うて、そんな言い方をして

いますわね。 

 そやから、こういう被災者の支援だって大風呂

敷を広げてやったらいいんですよ。やっぱり困っ

ている被災者の人にはお金を出してあげると、支

援してあげると。それでもかなえへん部分は、大

風呂敷広げてすみませんと、国に面倒を見てくだ

さいと。万博よりこういうところにやっぱり使う

ことやと思うんですよ。 

 それぐらいの姿勢で被災者の支援をやってもら

わなあかんし、それからやっぱり市長は別に決し

て間違ったことをおっしゃっているとは思いませ

んけれども、やっぱり被災されて、まだなかなか

生活が大変な方がいっぱいいらっしゃる、その方

の気持ちに沿って言えば、大阪府がやっている制

度も貸し付け制度で、それはそれなりの効果、返

せる人には効果があるかもしれませんけれども、

やっぱりもうちょっと広げてほしいとか、泉佐野

市や田尻町みたいなことを、それはなかなかでき

へんところの市長としては、苦しい思いがあると

思いますけれども、でも僕らだって差があるから

というて、泉佐野市や田尻町のことが悪いという

ふうなのは言えません。 

 やっぱりそれを目指して泉南市は頑張ってくだ

さいと言うのが、政治に携わる者としてのあれや

から、市長も泉佐野市や田尻町みたいなことがで

きるように、やっぱり府や国の補助とか支援があ

ればいいと、そんなふうな立場でやっぱり活動し

てほしいと思うんですけれども、その点、どんな

ふうに考えておられますか。 
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○竹中市長 大風呂敷を広げて半分うそついたよう

な、詐欺にかけるような、そういう行政はするつ

もりはございません。（「せんでもええけどさ、

そんなことは言うてないですよ」の声あり） 

○南委員長 ほかに。 

○堀口委員 ちょっと基礎的なところを教えてくだ

さい。 

 今回は台風21号ということで、申請期間を30日

以内というところを、平成31年１月31日までと読

みかえる。今回に限った措置やというふうに受け

取ってええと思うんですけれども、今回の台風の

被害で一番しんどかったのは、多分税務課の皆さ

ん、もう事後処理の部分でいうと、税務課の皆さ

んがあれだけの、言い方は悪いですけれども、物

すごい件数が来たのは来たけれども、でも被害の

程度としては、じゃそんなにひどかったのかとい

うと、ひどくなかった部分というのはあったかも

しれへん。 

 あれだけの申請の罹災証明の激務の中、この市

税の減免に関する部分を30日以内でおさめるとい

うのは、恐らく物理的にしんどいんのと違うかな

というふうに思うんですけれども、その点につい

てはどういうふうに、今回の件を踏まえて考えて

おられるのか、教えてください。 

○東野税務課長 本課のほうで罹災証明の現場調査、

あとは写真判定をさせてもらった件数というの

は1,200以上に上る数です。 

 罹災証明をとられて、半壊以上が当然市税減免

になるということは、先ほど来申し上げていると

ころですけれども、やはりその判定をするに当た

って、１カ月という間で結果を出すことができな

かった方が複数いらっしゃいました。 

 その関係の方に対して、10月５日以降に判定し

たり、２次判定で１次判定から翻って半壊に至っ

た人というのは、10月５日以降にも、少なからず

いらっしゃいまして、その方のやはり権利という

か、申請する本来減免、１週間ぐらいで判定でき

ておれば申請できる方について、やはりフォロー

するというか、対応させていただくということで、

今回延長をお願いする。改正する条例を提案させ

てもらったというところでございます。 

 以上です。 

○堀口委員 これは実際に今課長がおっしゃったと

おり、30日以内にできへんかったわけですよね、

要はね。だから、当然被災された方も、後の処理

に時間がかかって、それから生活再建をするため

の日数がかかって、実際に申請に来られたんがか

なり後になったという方は、多分たくさんいらっ

しゃると思うんですよね。 

 だから、災害がやんだ日の翌日から一斉に来ら

れたわけではなくて、まず例えば今回であればブ

ルーシートで屋根を覆うところからスタートして、

今の壊れたところの家の中がぐちゃぐちゃになっ

たところも片づけながらも、申請に行くのが遅く

なったと。でも、実際には今回1,200件余り、あ

の少ない人手でようやってくれたなというふうに、

僕は評価しているんですけれども。 

 ただ、この30日という読み方を、条例のたてつ

け上30日じゃないとあかんというふうにあるんか

もしれませんけれども、弾力的に延ばしたりとか

いうのを、もうもともとの条例のたてつけの中で

うたっておくべきやと思うんですけれども、それ

は実際に今回考えられへんかったかどうか、お知

らせいただけたらと思います。 

○東野税務課長 本市の減免に関する条例以外に他

市の例でしたら申請期限を設けていないケースが

ございます。設けていない場合は、未到来納期分

が対象になるという解釈になるんですけれども、

期限を設けている趣旨というのが、やはり罹災状

況について余りにも期間が遠くなったら、１カ月、

２カ月、半年と、１年ぐらいたって去年損害を受

けましたと出してこられたとしても、やっぱりど

の時点のどういう被害を受けたかというのが判断

しがたい状況になっております。 

 現在でも、そういう状況があって、当然、仮に

出てきた場合、写真等を含めて、やはり証拠にな

る状況について出してもらうというところがある

んで、委員がおっしゃられたことも、一定考えた

部分もあるんですけれども、実際にこのような状

況が今後とも起きるならば、やはり申請期限を撤

廃するというのも、１つの案かなというふうに私

も思います。 

 以上です。 

○堀口委員 これは僕としては、申請期限を撤廃せ
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えというふうには思っていないですけれども、こ

れは30日なら30日で区切っておいたらええと思う

んですけれども、ただその災害の大きい小さいに

よって、申請期間を弾力的に、例えば市長の判断

で延ばすことができるとかというような条例のた

てつけになっていたら、一々こうやって議会で諮

ってやる必要がない。実際にこれをやっているか

らこそ、もういうても前回の台風からやったら１

カ月以上当然たっているわけで、じゃその間、空

白期間がある。議会で審議する時間、今回可決す

るまでできへんという状況が続いているわけで、

じゃ、これは誰の不利益になるのかと言うたりす

ると、当然市民の不利益になっているわけでもあ

ります。 

 これについては恐らく誰も文句言やへん話でも

あると思うので、今回はこれでええと思いますけ

れども、行く行くというか、将来的に市長が判断

して、弾力的に延ばすことができるとかいうよう

な形に変えたほうがええというふうに思うんです

けれども、その辺については。 

○竹中市長 今回この条例の改定につきましては、

内容を検討した段階で専決処分をさせていただい

て、ちょっと早急にということも検討いたしまし

た。 

 ただ、その納期というのが年に４回、もう限定

された日というのがございます。その日に合わせ

てということも考えていたんですが、いささか早

くなっても、納期的にはこの12月末が１つの納期

があります。12月末ですので、１月の当初の日に

１月４日が締め切りになるんですけれども、結局

その日だけが有効になるわけで、ほかはもう納期

全部終わっているわけですね。 

 ですから、もういわゆる納期前にとめるという

ことがちょっともうできない状況になっていまし

たので、もうやむを得ず専決したとしても、その

納期前にもう支払いをとめるということができな

い状況になっていました。ということで、議会に

上程するほうが適切であろうという判断をさせて

いただきました。 

 これから、その災害というのはいつ起こるかも

しれませんので、時期によってはあらかじめ議員

の皆さん方に御了解いただいた上での専決という

のも行っていきたいというふうには考えてござい

ます。 

○東野税務課長 岡田委員からの質問で、ちょっと

御答弁できなかった部分がございまして、一部損

壊と判定された部分について、再調査で変わった

件数について申し上げます。 

 14件申請、再調査がございまして４件半壊以上

になったということです。 

 以上です。 

○南委員長 以上で本件に対する質疑を終結いたし

ます。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。

――――討論なしと認めます。 

 以上で本件に対する討論を終結いたします。 

 これより議案第17号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議案

第17号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第21号「大阪広域水道企業団統合に

伴う関係条例の整理に関する条例の制定につい

て」を議題とし、質疑を行います。質疑はありま

せんか。 

○岡田委員 よろしくお願いいたします。 

 福祉減免について、この間の協議会でもいろい

ろお聞きをさせていただきました。その中で忠岡

町に関しては一般会計で残す。統合に関係なく泉

佐野市、貝塚市、和泉市、また泉大津市では続け

るというふうに御答弁いただいたと思います。 

 激変緩和についてそのときお願いをさせていた

だいたわけですが、泉南市としては、その要件を

満たす方にとってやはりなくなるというのはもう

大変つらいことだと思います。市長も昨日ですか、

前向きな検討のことをちょっとおっしゃっていた

んですが、いろんなことでお知らせするにも、や

はり年度末ですかね、いろんな形でお知らせする

に当たりまして、やっぱり早くどうなったかとい

う、やっぱり結果をいただきたいと思いますので、

前向きに激変緩和についてお考えがあれば、教え

ていただきたいと思います。 

○竹中市長 昨日もお答えいたしましたように、激
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変緩和の制度というのは、今検討しているところ

でございます。 

 実際にこれを継続して残すというのは、水道料

金からの減免ということでさせていただいたわけ

で、統合によりまして、市での水道料金の徴収と

いうのができなくなります。企業団での徴収にな

りますので、その辺で我々が徴収できないところ

になりますと、新たな給付の制度というのを新設

するような形でないと、残していけないというこ

とになります。 

 今は福祉の制度としては給付の制度からサービ

スの提供に変換をしていっている状況にございま

すし、できるだけ給付の制度、個人給付的な制度

は廃止していくという方向で行ってきております。 

 そのこともありまして、今回も一定その激変緩

和的な措置というのはさせていただくつもりでは

ございますけれども、まだこれも暫定的に２年間

程度でというふうには私も考えておるところでご

ざいまして、それの詳しい内容につきましては、

早急に決定した上で、来年の各対象者への通知を

来年の申請のお知らせとあわせて、そういう改正

がありましたということを通知させていただこう

というふうには考えてございます。 

○南委員長 ほかに。 

○大森委員 広域化するという提案があった際に、

広域化のメリット、デメリットということをお聞

きして、それで１つの判断基準として対応したん

ですけれども、その中に福祉減免の導入について、

これは福祉減免が廃止になる。もしくは影響を受

けるというふうな形でのデメリットとしての報告

はあったのかどうか、それについてお答えくださ

い。 

 それと、福祉減免のそういう導入の経過、市長

は広域化したからとか給付型のやつを減らしてき

たりと、そういう制度に合わない、そういうふう

な制度的なものとかいうようなことをおっしゃっ

たけれども、もともと福祉減免を導入した理由に

見合った形で、今回そういう廃止なり見直しが、

適当かどうかという判断が必要やと思うので、導

入のいきさつですね、理由。 

 水道会計が大変な中で、これが導入されて、経

過については、僕もよく覚えているんですけれど

も、その点どうなのか、お答えください。 

 それと、広域化について判断するときにはなか

った問題として、今回の国会の中で水道事業を民

営化してもいいというふうなことが可決になって、

この中で、広域化が進んでいるということが、１

つはもう民営化を進めるようなことになっている

と。民営化でもうけようとした場合に、一つ一つ

の細々したところじゃ民営化してもそんなにもう

からないけれども、やっぱり広域化して大きなく

くりの中で民営化すると、それなりのもうけもあ

って、民営化が進むということの１つになってい

ると。これは広域化が要因になっているわけです

よね。 

 本会議でも質問があったことに対しては、民営

化についてはそんなに考えていないというふうに

お答えありましたけれども、国のほうではそんな

ふうな法律が通って、民営化への対応について、

やっぱり我々としてはもうどうにもできない。広

域化することによって阻止することができない。 

 賛成の方がいらっしゃるかもしれませんけれど

も、そういうものになるのかどうか、ちょっとそ

の辺についてもお答えしてもらいたいし、もしか

民営化されれば、広域化しても、広域化すること

によって、今もあったけれども、危機管理上の問

題で、市長部局との関連が機敏に対応していかな

あかんということがあるのに、民営化になれば、

もっともっと疎遠になってきますわね。 

 そういうふうなことも含めての広域化について

のことを考えておられるのか、ちょっとその辺に

ついてお答えください。 

○川端上下水道部長 まず最初に、福祉減免の導入

の経過なんですけれども、平成23年度に水道料金

の改定した際に、福祉減免を導入しております。

福祉減免につきましては、基本料金の２分の１を

減免するという制度になっておりまして、今回水

道を10月から料金値下げをさせていただきました。 

 今回その料金値下げした分というのが、平均で

約５％の値下げなんですけれども、基本料金のと

ころを少し厚目に料金を値下げはさせていただい

たところでございます。 

 広域水道企業団に統合することでのメリットと

いうのは、やっぱりこれからの水道料金の値上げ
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というところを、できるだけ抑える方法がないか

というところで、今回統合に踏み切ったわけでは

ございますが、そのときのシミュレーションで

も、20年以上はもう今の現状の料金を維持できる

というシミュレーションもありましたので、それ

以上の効果額が出る分には、今回ちょっと水道料

金のほうで還元させていただいたという経過がご

ざいます。 

 ですので、今回の水道料金の減免の部分につい

て、福祉減免の部分につきましては、そういうと

ころもありまして、今回大変なお願いをしている

ところではございます。 

 それとあと、広域水道企業団に参加して国の制

度として民営化に動くのではないかということな

んですけれども、今回法改正して動かれているの

が、コンセッション方式といいまして、関空さん

がやっている内容ですね。 

 要はいわゆる運営権を売却して、その売却した

費用を水道事業であれば更新費用に、耐震化の管

路の更新費用、老朽化した更新費用に充てるとい

うところを目指しておるというところではござい

ます。 

 ただ、今回泉南市の水道事業は広域化に参加す

ることで、向こう10年間、有利な交付金の対象に

なるというところで、その対象事業を老朽化した

施設や管路の更新に充てていって、将来の料金値

上げを抑制するというところにありますので、泉

南市といたしましては、やっぱり広域水道企業団

自体が公設公営を維持していくというところで企

業長も発言されておりますので、その部分の心配

はないのかなというふうには考えております。 

 ただ、一部の民間委託、今現状も検針であると

か集金業務につきましては、委託している部分も

ございます。そういう部分については、やっぱり

効率化を図りながらやっていく部分が必要となっ

ていきますので、コンセッションではなくて部分

委託というところは、やっぱり考えには入れてい

かなあかんのかなというふうには思っております。 

 以上です。 

○大森委員 さっき質問したのは、広域化の提案が

あったときに、メリット、デメリットの中に福祉

減免の廃止があったのかどうか。今回前の協議会

のときに福祉減免の廃止が言われて、岡田委員の

ほうから、それはどうなのかということを言われ

て、僕もそれはよくないということを言うて、そ

ういうことを受けられたと思いますが、きのうの

本会議ではそれはよくないという意見もあるので

考慮したいと、市長は見直し、減免、激変緩和し

たいことにね。 

 考えとしては、広域化して福祉減免をやめると

いうことが基本方針なわけでしょう。これは広域

化によって大きな政策の変更やから、メリットと

してかデメリットにしてか、僕はデメリットやと

思うんよね。そういうことのちゃんとことで議会

に示された中身に入っていたんですかということ

を聞いているんで、僕はなかったと思っているん

ですよ、そういうことについては。 

 それが、情報がちゃんと公開されていなかった

んではないか、それか水道のほうとしては、ほか

の市町村を見れば福祉減免、当然のこととして引

き継いでいっているわけですから、水道のほうの

現場としては、広域化してもこれは続けていくべ

きやと思っていたんが、市長部局のほうであかん

というふうになった経過があるんじゃないかとい

うふうに思ったり考えるから聞いているんであっ

て、それと今言うたように、導入したきっかけと

いうのは、泉南市が一番水道料金が高くて、議会

で何度も否決に遭ったわけですよ、水道料金値上

げに関して。 

 そのときに、水道部は自分たちの企業努力によ

ってこの福祉減免を実現していきますということ

の提案があって、それで可決した経過もあります。 

 そういう水道部の当時のそういう企業努力とか、

何とか低所得者の人には高い水道料金でも引き下

げしたいというふうな中でできたものなので、そ

れをこんな簡単に廃止します、なくしますみたい

なことをね。それは当然議会から反発出るのは当

たり前だと思うんやけれども。 

 そういうふうな、もちろん低所得の人が収入が

ふえて、もう減免せんでも生活いけますよと、水

道料金も払いますよというふうな実態があればい

いですよ。 

 ことし10月から値下げになりましたけれども、

これは福祉減免を廃止すれば、福祉減免を受け付
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けた人は、それより高くなっていくわけでしょう。

広域化のメリットはずっと水道料金が単独でする

よりも、10月の値下げができるだけ長く維持でき

るということであったのに、一番生活が大変で今

まで福祉減免という形で料金を引き下げた人

が、10月から安くなるどころか、今度は来年４月

から値上がりするみたいなことがあれば、本当に

おかしな話になってくると思うので、その点を聞

きたいわけですよ。 

 それとあと、広域化によって施設がなくなると

ころも出てくるんでしょうかね。これは説明があ

ったかもしれませんが、もうちょっと今度の広域

化によって施設がなくなる泉南市の施設、統廃合

される施設があれば、そこについてお答えくださ

い。 

 それから、広域化して民間になった場合に、一

番問題になるのはあれですよね。料金の値上げで

すよね。 

 国会でも議論になっていましたけれども、民営

化されて、水道料金、水道は１つの事業者しかあ

りませんし、絶対に水道なんて要らんという人は

ありませんからね、必ず値上げしたら、値上げし

ても買わなあかんものですから、それがどんどん

値上げになっていって問題になって、民営化した

ところがもう一遍公設に、公共のものに戻ったり

しているという問題があって、料金値上げになる

ということなんですよね。 

 それが問題になっている部分があると思います

ので、民営化はされないというふうなことをおっ

しゃったけれども、それはわからないことだと思

うし、反対に広域化によって民営化がしやすくな

ったと考えるべきだと思うんですけれども、その

点、どんなふうに考えておられますか、お答えく

ださい。 

○川端上下水道部長 すみません、先ほど答弁漏れ

があったみたいです。 

 統合の条件を出すときに、福祉減免廃止という

ところが表現されていたのかというところなんで

すけれども、当時やっぱりお示しはできていなか

ったと思います。 

 ただ、企業団に対しては福祉減免のところを何

とかやっぱり維持したいという意向は、私どもも

伝えていきながら進めてきたわけですけれども、

ただこの時期で大変申しわけないんですけれども、

やっぱり福祉減免は企業団として処理することが

できないということが、はっきりとお示しされま

したので、これにつきましては、今回こういう形

で出させていただいたということになります。 

 統合に対しての施設の統廃合なんですけれども、

やっぱりその統合、今回統合する団体が、田尻町、

泉南市、阪南市、岬町とひっついておりますので、

今の段階では、とりあえず田尻町との水の融通と

いうんですかね。施設を共有利用しながら進めよ

うというところの計画はございます。 

 行く行くは今現在ある配水池が今度建てかえる

更新時期になったときには、近隣市町村と一番水

の供給、運用がしやすい場所に施設を持っていく

という考えは出てくるのかなというふうには考え

ております。ただ、今の段階では、そこまではシ

ミュレーション上、できておりません。 

 民営化の話ですけれども、民営化されれば料金

がどんどん上がるというところにつきましては、

やはり公設民営といいましても、自治体、要はコ

ンセッションする側がやっぱりチェック機能を果

たしていこうというところもありますので、そう

簡単に料金を上げていくというところには結びつ

かないのかなというふうにも考えております。 

 よくニュースなんかで言われているのは、要は

海外で結局料金がぼんぼん上がって、結局公設に

戻したという経過があるというところは事実では

ございますけれども、日本でやられる場合につき

ましては、そういうところも、要は実例として聞

いてきておりますので、そういうところのチェッ

ク機能を果たせるようなところというのは持たさ

れているというところを考えております。 

 広域になったから、コンセッションしやすいん

じゃないかというところでありますけれども、今

の企業長の考えが公設公営ということを言うては

りますので、そこは今の段階で民営化、そのコン

セッションに動くというところは考えにくいと思

われます。 

 ただ、将来的にそれが担保できるんかと言われ

たら、すみません、私、今そういうところまでは

返事できないというところになります。 
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 以上です。 

○大森委員 おっしゃるように、僕も思い出してみ

ると、福祉減免の廃止なりということは、統廃合

の広域化のときのメリット、デメリットの中で話

は全くなかったというふうに思います。今もおっ

しゃったように、引き続き継続してもらおうとい

うことで、長くということで。それはもう理解で

きました。 

 あとは、市長がどういう判断するかということ

だと思うんですけれども、忠岡町の例を見ても、

やっぱり継続してやろうと思えばできることであ

るし、福祉減免をやめることによって、10月から

水道料金を値下げしましたけれども、値上げにな

る方、軽減措置をとられるという人のお話ですけ

れども、値上げに実際なるんですよね。その点は

どうなんですか。福祉減免をやめることによって、

水道料金が値上げになると。10月以前に比べて値

上げになると、そういう結果にならないんかどう

か、それについてお答えください。 

 それと、施設の統廃合でいうと、広域化によっ

て新家の受水地とか六尾の配水池は、今後廃止の

方向にいくんですか、そういうことはないんです

かね。その点について、そうした場合の危機管理

の対応はどんなふうに考えておられるのか、お答

えください。 

 それと、おっしゃるように、水道を実際に使用

されている皆さんは、やっぱり水道料金の値上げ

というのは生活に直結するものだし、そやけれど

も、してほしくないと。させたらだめだというふ

うに考えておられるけれども、それはどうなるか

わかれへんということですよね。僕らもわかりま

せん。これは絶対に、可決したから、国で可決し

たから民営化なんてさせたらあかんというふうに。 

 民営化するにしても、とにかく値上げとか、海

外の例みたいなことは絶対にさせたらあかんとい

うふうにも思っているけれども、そうならないと

いう担保は僕らもあります。もう絶対反対という

立場やけれども。 

 だから、これは広域化によって進むというのは、

一般的に言われている中身なので、注意深く見て

いく必要があるというふうに思っているんですけ

れども、それらについてちょっと回答があればお

願いいたします。 

○川端上下水道部長 福祉減免がなくなるというと

ころでの影響というのが、前回の協議会のときに

も資料を御説明で出させていただいたんですけれ

ども、平成30年10月からの下がった料金でいきま

すと、上下水道料金で計算してみますと、月

に651円、年間でいくと7,812円が負担になるとい

うことになります。 

 それとあと、統合することによって、施設の関

係で新家受水地や六尾配水池がなくなるのではと

いうところなんですけれども、新家の受水地自体

は、機能はちょっと変わるかもわからんですけれ

ども、あの場所で受水地、配水池は残る予定にな

っています。六尾の配水池も、あの場所で残る予

定になっております。 

 ただ、もう本当に遠い将来は、例えば泉佐野市

なんかも統合になっていれば、配水池の一応やっ

ぱり共有できるような位置に、将来的には更新の

ときに変えていくということも検討の１つにはな

っていくんじゃないかなというふうには考えます。 

 あと、民営化の話については、やっぱりチェッ

ク機能を果たしていくための広域水道企業団とし

てのチェック機能は、やっぱり果たしていかなあ

かんのかなというふうには考えます。 

 そこにはやっぱり広域水道企業団を構成する団

体は、大阪市を除く大阪府下42団体の首長会議も

ありますし、企業団議会もありますので、そうい

うところでのチェックが働いていくのかなという

ふうに思いますので、現段階で私どもが心配をし

ているところというのは、すみません、余りない

のかなというふうには思います。 

 以上です。 

○南委員長 ほかに。――――以上で本件に対する

質疑を終結いたします。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。 

○大森委員 反対で討論いたします。 

 この広域化について、その後の新たに出てきた

こととして、今回の福祉減免の廃止ということが

提案され、これについては、委員会等での反対意

見も受けて、市長のほうではある程度、維持をし

ていくということですけれども、激変緩和によっ

て行く行くはもう廃止の方向ということをおっし
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ゃっていますので、これはもう到底納得できない

と。 

 10月から平均５％の水道料金の引き下げがあり

ましたけれども、今回福祉減免の廃止によって、

それらの福祉減免を受けておられた方が、水道料

金の値上げとなっていきますので、こういうこと

を含めて、やっぱり賛成はできないということで

す。 

 それと、これが水道事業の民営化につながると

いう危惧がある。これは、国で新たにそういう法

律ができたと。海外の例などを見ると、値上げに

なって民営化されたものが、また公共のものに変

わるというようなことがあって、今現場で事業さ

れている担当の方は、そういう値上げなんかにつ

ながるような民営化はさせたくないということは、

はっきりおっしゃっていただきましたけれども、

これは本当にどうなるか、わかれへん。 

 今、ちょっと聞きながら思い出したんですけれ

ども、たしかきのうのニュースで大阪市長は、民

営化について何か検討していきたいというような

ことも、早速おっしゃっていた記事を思い出した

んですよね。 

 だから、それはもう本当にこれで民営化になっ

て、水道料金の大幅値上げというようなことにつ

ながりかねないことになる可能性も含んだものな

ので、反対させていただきます。 

○南委員長 ほかに。――――以上で、本件に対す

る討論を終結いたします。 

 これより議案第21号を採決いたします。 

 お諮りいたします。本件は、原案のとおり可決

することに賛成の委員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○南委員長 起立多数であります。よって議案第21

号は、原案のとおり可決されました。 

 次に、本委員会の閉会中の継続調査の申し出に

ついてお諮りいたします。 

 お諮りいたします。本委員会の所管事項につき

ましては、調査研究のため引き続き閉会中の継続

調査の申し出を行いたいと思います。これに御異

議ありませんか。 

 〔「異議なし」の声あり〕 

○南委員長 御異議なしと認めます。よって議長に

対し、閉会中の継続調査の申し出を行うことに決

定いたしました。 

 なお、閉会中において調査を行う事件につきま

しては、委員長に御一任いただきたいと思います。 

 以上で本日予定しておりました議案審査につき

ましては全て終了いたしました。委員各位におか

れましては、慎重なる審査をいただきまして、ま

ことにありがとうございました。 

 なお、本会議における委員長の報告につきまし

ては、私に御一任いただきますようお願い申し上

げます。 

 これをもちまして、総務産業常任委員会を閉会

いたします。どうもお疲れさまでした。 

午前１１時４１分 閉会 

（了） 

 

 

 

 

 

 委員長署名 

 

  総務産業常任委員会委員長 

 

   南   良 徳 


	20181211総務産業常任委員会　表紙【速報版】
	20181211総務産業常任委員会-4（本文）修正

